
[健康福祉局] 国民健康保険事業費会計 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1
１款１項１目
総務管理費

5,626,541 3,618,089 3,325,223 3,320,412 2,301,318 297,677

2
１款１項1目
職員人件費

2,095,057 2,095,057 2,110,043 2,110,043 △ 14,986 △ 14,986

3
１款１項２目
収納率向上特別対策
事業費

144,311 51,313 155,553 57,139 △ 11,242 △ 5,826

4
１款１項３目
諸　費

34,495 34,495 34,825 34,825 △ 330 △ 330

5
１款２項１目
給　付　費

201,048,544 778,525 214,021,957 944,822 △ 12,973,413 △ 166,297

6
１款２項2目
特定健康診査・
保健指導事業費

1,993,081 629,100 1,947,100 631,456 45,981 △ 2,356

7
１款２項3目
保健事業費

78,715 78,715 125,263 125,263 △ 46,548 △ 46,548

8
１款２項4目
審　査　費

596,641 6,557 604,728 6,652 △ 8,087 △ 95

9
１款２項5目
国民健康保険事業費
納付金等

96,351,061 20,251,017 100,684,166 20,269,069 △ 4,333,105 △ 18,052

10
１款３項１目
国民健康保険財政調整
基金積立金

4,508 0 1,052 0 3,456 0

11
１款４項１目
予　備　費

10,000 10,000 10,000 10,000 0 0

退職被保険者等給付費 0 0 444 0 △ 444 0

計 307,982,954 27,552,868 323,020,354 27,509,681 △ 15,037,400 43,187

事　業　計　画　書　目　次

増△減（６－５）
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令和６年度 令和５年度



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

総務管理費

1 99 99

事業名称

歳出予算科目

         5,626,541令和6年度              4,918                  0          3,618,089                 0          2,003,534

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

         3,325,223

           2,301,318

                 0

                   0           2,003,534

                 0

                   0

         3,320,412

             297,677

         5,584,594          5,163,907

         4,727,890

         5,907,811          4,704,451          3,294,224

                 0

         5,557,618

         4,893,356

         4,890,039

         5,099,856

         4,722,964

         3,069,897          4,698,432          3,289,454

             4,811

                 107

国民健康保険事業に係る運営を、適正かつ安定的に継続するための必要な事務経費です。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

本事業は、国民健康保険異動届出書、各種申請書、保険料納付書、レセプト用紙等の印刷等の業務、及び制度改正に伴うシステム改修
事業等に係る業務を行うことで、被保険者の利便性の向上や円滑な事業運営につなげています。

事業目的

国民健康保険の加入者は、人口の高齢化や産業構造の変化などにより、高齢者の割合が増加するとともに、職業別に見れば非正規雇用
者や主に年金生活者である無職者の割合が約８割を占めるようになりました。このため、国民健康保険は被用者保険と比べて、年齢構
成が高く医療費水準が高いことや所得に占める保険料負担が重くなるなどの構造的な課題があり、国民健康保険事業の運営は大変厳し
い状況です。都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体とする制度改正が行われましたが、高齢化等に伴う１人あたり医療費の増
加傾向は変わらず、また、国民健康保険の抱える構造的な課題も依然として解消されていないため、今後も安定した事業運営に向けた
継続的な取組が求められています。

背景・課題

国民健康保険法、国民健康保険法施行令、国民健康保険法施行規則、横浜市国民健康保険条例根拠法令・方針決裁等

被保険者数　等

根拠・データ等

通年業務

事業スケジュール

昭和36年度事業開始年度

1
5年度6年度

一般事務費

細事業(事業内訳）

1          5,195,231          2,877,064            2,318,167 標準化に伴うシステム再構築による増

会計年度任用職員費
2            430,183            447,032             ▲16,849 報酬の減による減

運営協議会費
3              1,127              1,127                    0

         5,626,541          3,325,223            2,301,318

1保険年金課健康福祉局

国民健康保険事業費会計

丸山 直樹 相澤 友之 小川 日奈



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

職員人件費

1

事業名称

歳出予算科目

         2,095,057令和6年度                  0                  0          2,095,057                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

         2,110,043

            ▲14,986

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

         2,110,043

            ▲14,986

         2,132,644          2,120,201

         2,091,876

                 0                  0                  0

                 0

         2,132,644

         2,118,594

         2,118,594

         2,120,201

         2,091,876

                 0                  0                  0

                 0

                   0

国民健康保険事業費会計職員人件費
・常勤一般職員 286人事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

事業目的

背景・課題

根拠法令・方針決裁等

根拠・データ等

事業スケジュール

事業開始年度

1
5年度6年度

人件費
細事業(事業内訳） 1          2,095,057          2,110,043             ▲14,986

         2,095,057          2,110,043             ▲14,986

保険年金課健康福祉局

国民健康保険事業費会計



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 2

収納率向上特別対策事業費

1 99 99

事業名称

歳出予算科目

           144,311令和6年度             92,998                  0             51,313                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           155,553

            ▲11,242

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            57,139

             ▲5,826

           147,753            166,363

           156,602

           144,311            144,311            144,311

                 0

            79,698

           110,791

                 0

            72,806

            38,239

            51,313             51,313             51,313

            98,414

             ▲5,416

収納率向上対策のため各種取組を行うことで、収納率の向上を図ります。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

         55.37          55.32          55.32              55.32          55.32          55.32          55.32収分）
口座振替率（普通徴

実績          55.37          55.32％

         93.76         93.76         93.76             93.76         93.76         93.49         92.46

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

国民健康保険料現滞
総合収納率

         93.47         92.76実績％

本事業は、保険料負担の公平の実現や国民健康保険制度の安定的な運営を目的としています。

事業目的

国民健康保険の加入者は、人口の高齢化や産業構造の変化などにより、高齢者の割合が増加するとともに、職業別に見れば非正規雇用
者や主に年金生活者である無職者の割合が約８割を占めるようになりました。このため、国民健康保険は被用者保険と比べて、年齢構
成が高く医療費水準が高いことや所得に占める保険料負担が重くなるなどの構造的な課題があり、国民健康保険事業の運営は大変厳し
い状況です。都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体とする制度改正が行われましたが、高齢化等に伴う１人あたり医療費の増
加傾向は変わらず、また、国民健康保険の抱える構造的な課題も依然として解消されていないため、今後も安定した事業運営に向けた
継続的な取組が求められています。

背景・課題

国民健康保険法、国民健康保険法施行令根拠法令・方針決裁等

横浜市国民健康保険保険料収納率向上対策会議資料

根拠・データ等

通年業務

事業スケジュール

昭和36年度事業開始年度

1
5年度6年度

収納率向上特別対策事業費
細事業(事業内訳） 1            144,311            155,553             ▲11,242 新国保システム改修分の減

           144,311            155,553             ▲11,242

2保険年金課健康福祉局

国民健康保険事業費会計

丸山 直樹 辻 淳司 渡邊 千瑛



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 3

諸費

1 99 99

事業名称

歳出予算科目

            34,495令和6年度                  0                  0             34,495                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

            34,825

               ▲330

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            34,825

               ▲330

            36,860             35,630

            34,628

            34,495             34,495             34,495

                 0

            23,893

            36,003

            10,518

            35,630

            34,628

            34,495             34,495             34,495

                 0

                   0

　国民健康保険事業の円滑な運営につなげるため、神奈川県国民健康保険団体連合会（以下、「国保連合会」という）が行う各種事業
支援及び国民健康保険組合（以下、「国保組合」という）が実施する保健事業施策に係る費用の一部に対し拠出します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　本事業は、国保連合会や国保組合の運営等経費の一部に対し拠出することにより、国民健康保険事業の円滑な運営及び国民健康保険
加入者の保健向上に寄与しています。

【国民健康保険連合会負担金】
　国保連合会が行う各種事業支援に対し、その運営資金を拠出します。
　国保連合会が国民健康保険事業に対する支援の役割を果たすことで、事業の円滑な運営につなげています。

事業目的

【国民健康保険組合補助金】
　国保組合に加入する本市在住の組合員に対する保健事業に係る費用の一部を補助金として助成します。
　国民健康保険組合に対し、補助金を交付することで、当該組合の健全な育成と組合員の保健向上につなげています。

国民健康保険の加入者は、人口の高齢化や産業構造の変化などにより、高齢者の割合が増加するとともに、職業別に見れば非正規雇用
者や主に年金生活者である無職者の割合が約８割を占めるようになりました。このため、国民健康保険は被用者保険と比べて、年齢構
成が高く医療費水準が高いことや所得に占める保険料負担が重くなるなどの構造的な課題があり、国民健康保険事業の運営は大変厳し
い状況です。都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体とする制度改正が行われましたが、高齢化等に伴う１人あたり医療費の増
加傾向は変わらず、また、国民健康保険の抱える構造的な課題も依然として解消されていないため、今後も安定した事業運営に向けた
継続的な取組が求められています。

背景・課題

　国民健康保険団体連合会負担金：神奈川県国民健康保険団体連合会負担金及び手数料賦課徴収規則第２条根拠法令・方針決裁等
　国民健康保険組合補助金：国民健康保険組合に対する横浜市補助金交付要綱

・国民健康保険連合会負担金対象被保険者数（4月1日現在）
＜実績推移＞３年度：674,944人、４年度：654,822人、５年度：620,887人、６年度：615,000人（見込）

・国民健康保険組合員数（4月1日現在）
＜実績推移＞３年度：54,989人、４年度：54,402人、５年度：54,420人（見込）、６年度：53,883人（見込）根拠・データ等

事業スケジュール

昭和36年度事業開始年度

1
5年度6年度

諸費
細事業(事業内訳） 1             34,495             34,825                ▲330 対象被保険者数の減による減

            34,495             34,825                ▲330

3保険年金課健康福祉局

国民健康保険事業費会計

丸山 直樹 相澤 友之 小川 日奈



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

給付費

1 7 99

事業名称

歳出予算科目

       201,048,544令和6年度            288,675                  0            778,525             1,644        199,979,700

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

       214,021,957

        ▲12,973,413

             1,217

                 427        ▲12,732,045

                 0

                   0

           944,822

           ▲166,297

       214,054,282        214,461,972

       213,167,324

       201,048,544        201,048,544        201,048,544

       212,711,745

         1,220,830

       217,994,146

         1,033,395

         1,183,485

           948,684

           778,525            778,525            778,525

           364,173

            ▲75,498

国民健康保険事業に加入している一般被保険者に対して保険給付を行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

一般被保険者に対して保険給付を行うことで、適切な医療の確保と保健の向上に寄与します。

【法定給付費】
療養給付費、療養費、高額療養費、移送費、出産育児一時金、葬祭費、高額介護合算療養費

事業目的

【任意給付費】
障害児育児手当金、傷病手当金

国民健康保険の加入者は、人口の高齢化や産業構造の変化などにより、高齢者の割合が増加するとともに、職業別に見れば非正規雇用
者や主に年金生活者である無職者の割合が約８割を占めるようになりました。このため、国民健康保険は被用者保険と比べて、年齢構
成が高く医療費水準が高いことや所得に占める保険料負担が重くなるなどの構造的な課題があり、国民健康保険事業の運営は大変厳し
い状況です。都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体とする制度改正が行われましたが、高齢化等に伴う１人あたり医療費の増
加傾向は変わらず、また、国民健康保険の抱える構造的な課題も依然として解消されていないため、今後も安定した事業運営に向けた
継続的な取組が求められています。

背景・課題

国民健康保険法第２条第36条他、横浜市国民健康保険条例第６条他根拠法令・方針決裁等

国民健康保険診療報酬請求内訳書、給付支給月報

根拠・データ等

通年業務

事業スケジュール

昭和36年度事業開始年度

1
5年度6年度

給付費
細事業(事業内訳） 1        201,048,544        214,021,957         ▲12,973,413 主に被保険者数の減による減

       201,048,544        214,021,957         ▲12,973,413

4保険年金課健康福祉局

国民健康保険事業費会計

丸山 直樹 相澤 友之 増田 葵



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 2

特定健康診査・特定保健指導事業費

1 7 3

事業名称

歳出予算科目

         1,993,081令和6年度            685,129                  0            629,100                 0            678,852

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

         1,947,100

              45,981

                 0

                   0              33,698

                 0

                   0

           631,456

             ▲2,356

         2,177,786          2,313,596

         1,515,209

         1,993,081          1,993,081          1,993,081

           645,154

           687,555

         1,414,538

           482,565

           710,075

           580,609

           629,100            629,100            629,100

           670,490

              14,639

横浜市国民健康保険に加入中の40歳から74歳までの被保険者に対しメタボリックシンドロームに着目した特定健診及び生活習慣を改善
するため専門職からの指導を受けることができる特定保健指導を実施します。
また、特定健診の実施結果等のデータを活用し、糖尿病等をはじめとした生活習慣病の重症化予防として保健指導の実施や医療機関へ

事業概要
（アクティビティ）

の受診勧奨を実施します。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

            －             －             －            260,000        252,000        244,000        236,000診者勧奨通知送付数
特定健康診査 未受

（実人数）

実績        307,997        268,216人

          36.0          34.5          33.0              31.0          28.0          25.0          33.0

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

特定健康診査受診率
（前年度実績）

          24.7          21.8実績％

特定健康診査及び特定保健指導の実施を推進し、「健康寿命の延伸」「医療費の適正化」及び「医療費の削減」を図ります。
また、特定健診の結果等を活用し、糖尿病等の生活習慣病の重症化が進行する恐れがある者に対して、保健指導、医療機関への受診勧
奨を実施することで、重症化を防ぎ被保険者の生活の質を維持するとともに、医療費の適正化を図ることができます。

事業目的

国民健康保険の加入者は、人口の高齢化や産業構造の変化などにより、高齢者の割合が増加するとともに、職業別に見れば非正規雇用
者や主に年金生活者である無職者の割合が約８割を占めるようになりました。このため、国民健康保険は被用者保険と比べて、年齢構
成が高く医療費水準が高いことや所得に占める保険料負担が重くなるなどの構造的な課題があり、国民健康保険事業の運営は大変厳し
い状況です。都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体とする制度改正が行われましたが、高齢化等に伴う１人あたり医療費の増
加傾向は変わらず、また、国民健康保険の抱える構造的な課題も依然として解消されていないため、今後も安定した事業運営に向けた
継続的な取組が求められています。

背景・課題

・高齢者の医療の確保に関する法律、高齢者の医療の確保に関する法律施行令根拠法令・方針決裁等
・特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準
・国民健康保険法

特定健診・特定保健指導実施結果法定報告、特定健診・特定保健指導月報
糖尿病性腎症重症化予防事業の対象被保険者数 550人（令和５年度 550人）

根拠・データ等

・平成20年度：特定健診・特定保健指導開始
・平成29年度：糖尿病性腎症重症化予防事業開始
・平成30年度：特定健診無償化導入
・令和３年度：重症化リスク者適正受診勧奨事業開始

事業スケジュール

平成20年度事業開始年度

1
5年度6年度

特定健康診査・特定保健指導事業費
細事業(事業内訳） 1          1,993,081          1,947,100               45,981 主に受診者数増による増

         1,993,081          1,947,100               45,981
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 3

保健事業費

1 7 1

事業名称

歳出予算科目

            78,715令和6年度                  0                  0             78,715                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           125,263

            ▲46,548

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

           125,263

            ▲46,548

           127,348            152,911

           101,271

            78,715             78,715             78,715

                 0

           127,348

            94,653

            94,653

           152,911

           101,271

            78,715             78,715             78,715

                 0

                   0

被保険者の健康の保持増進のための事業及び国保保健事業の普及啓発を積極的に行うことで、疾病予防の面から医療費の適正化を図り
ます。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           100            100            100                100            100            100            100 差額通知勧奨送付
ジェネリック医薬品

割合

実績            100            100％

            80            80            80                80            80            80            80

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

ジェネリック医薬品
 数量シェア率

            80            79実績％

医療や健診情報等を活用し、効果的・効率的な保健事業をデータヘルス計画等に基づき推進することで、国保加入者の健康増進及び医
療費の適正化を図ります。また、関係団体とのイベントや啓発資材の作成等をはじめとした保健事業の啓発を行うことで、国保加入者
の健康意識の向上を図ります。

事業目的

国民健康保険の加入者は、人口の高齢化や産業構造の変化などにより、高齢者の割合が増加するとともに、職業別に見れば非正規雇用
者や主に年金生活者である無職者の割合が約８割を占めるようになりました。このため、国民健康保険は被用者保険と比べて、年齢構
成が高く医療費水準が高いことや所得に占める保険料負担が重くなるなどの構造的な課題があり、国民健康保険事業の運営は大変厳し
い状況です。都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体とする制度改正が行われましたが、高齢化等に伴う１人あたり医療費の増
加傾向は変わらず、また、国民健康保険の抱える構造的な課題も依然として解消されていないため、今後も安定した事業運営に向けた
継続的な取組が求められています。

背景・課題

・国民健康保険法　・国民健康保険法施行令　・高齢者の医療の確保に関する法律根拠法令・方針決裁等

特定健診・特定保健指導実施結果法定報告
第３期横浜市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）・第４期横浜市国民健康保険特定健康診査等実施計画

根拠・データ等

昭和37年度：歯と口の健康習慣の共催
昭和55年度：医療費通知
平成元年度：健康教育活動費
平成23年度：ジェネリック医薬品差額通知
平成27年度：重複・頻回受診対策
平成30年度：保健事業評価・向上委員会
令和５年度：第３期データヘルス計画等の策定

事業スケジュール

昭和37年度事業開始年度

1
5年度6年度

保健事業費
細事業(事業内訳） 1             78,715            125,263             ▲46,548 第３期データヘルス計画等の策定終了及び広

報冊子事業の他事業への統合による減

            78,715            125,263             ▲46,548
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 4

審査費

1 99 99

事業名称

歳出予算科目

           596,641令和6年度                  0                  0              6,557                 0            590,084

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           604,728

             ▲8,087

                 0

                   0             ▲7,992

                 0

                   0

             6,652

                ▲95

           657,612            631,946

           619,810

           596,641            596,641            596,641

           598,076

            10,254

           632,366

             3,495

             6,683

               610

             6,557              6,557              6,557

                 0

                   0

療養取扱機関及び被保険者から提出されるレセプトの審査支払に要する経費及び障害児育児手当金障害程度審査委員会の開催に伴う委
員への報酬等の経費です。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

レセプトの審査支払に要する経費を支出することで、適正な医療給付につなげます。
また、障害児育児手当金障害程度審査委員会を開催し、障害児育児手当金を支給することで、適正な医療の確保と保健の向上に寄与し
ます。

事業目的

国民健康保険の加入者は、人口の高齢化や産業構造の変化などにより、高齢者の割合が増加するとともに、職業別に見れば非正規雇用
者や主に年金生活者である無職者の割合が約８割を占めるようになりました。このため、国民健康保険は被用者保険と比べて、年齢構
成が高く医療費水準が高いことや所得に占める保険料負担が重くなるなどの構造的な課題があり、国民健康保険事業の運営は大変厳し
い状況です。都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体とする制度改正が行われましたが、高齢化等に伴う１人あたり医療費の増
加傾向は変わらず、また、国民健康保険の抱える構造的な課題も依然として解消されていないため、今後も安定した事業運営に向けた
継続的な取組が求められています。

背景・課題

神奈川県国民健康保険連合会規約根拠法令・方針決裁等

診療報酬等請求内訳書等

根拠・データ等

レセプト審査支払手数料：通年業務
障害児育児手当金障害程度審査委員会：隔月開催

事業スケジュール

昭和38年度事業開始年度

1
5年度6年度

審査費
細事業(事業内訳） 1            596,641            604,728              ▲8,087 件数の減による減

           596,641            604,728              ▲8,087
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 5

国民健康保険事業費納付金等

1 99 99

事業名称

歳出予算科目

        96,351,061令和6年度         73,896,092                  0         20,251,017             1,283          2,202,669

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

       100,684,166

         ▲4,333,105

             1,296

                ▲13           ▲660,987

                 0

                   0

        20,269,069

            ▲18,052

        94,711,472         96,195,162

        95,862,000

        96,351,061         96,351,061         96,351,061

         2,863,656

        19,770,518

        94,508,440

        20,961,810

        20,596,868

        21,473,495

        20,251,017         20,251,017         20,251,017

        77,550,145

         ▲3,654,053

国民健康保険事業の財政運営責任者である神奈川県に、運用にかかる費用を納付します。
また、過年度に徴収した保険料等の還付に要する費用を支出します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

①納付金
　神奈川県に国民健康保険事業運用にかかる費用を納付することで、本市が被保険者に係る保険給付に要した費用の円滑な支払いにつ
なげます。
　(1) 医療給付費分
　　　医療の給付にかかる拠出金等
　(2) 後期高齢者支援金等分

事業目的

　　　後期高齢者医療制度に対する納付金等
　(3) 介護納付金分
　　　介護保険制度に対する納付金等

②償還金
　被保険者に償還金等を還付することで、国民健康保険事業の健全な運営に寄与します。

国民健康保険の加入者は、人口の高齢化や産業構造の変化などにより、高齢者の割合が増加するとともに、職業別に見れば非正規雇用
者や主に年金生活者である無職者の割合が約８割を占めるようになりました。このため、国民健康保険は被用者保険と比べて、年齢構
成が高く医療費水準が高いことや所得に占める保険料負担が重くなるなどの構造的な課題があり、国民健康保険事業の運営は大変厳し
い状況です。都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体とする制度改正が行われましたが、高齢化等に伴う１人あたり医療費の増
加傾向は変わらず、また、国民健康保険の抱える構造的な課題も依然として解消されていないため、今後も安定した事業運営に向けた
継続的な取組が求められています。

背景・課題

横浜市国民健康保険条例根拠法令・方針決裁等

国民健康保険診療報酬請求内訳書

根拠・データ等

通年業務

事業スケジュール

平成30年度事業開始年度

1
5年度6年度

国民健康保険事業費納付金等
細事業(事業内訳） 1         96,351,061        100,684,166          ▲4,333,105 納付金の減による減

        96,351,061        100,684,166          ▲4,333,105
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 1

国民健康保険財政調整基金積立金

1 99 99

事業名称

歳出予算科目

             4,508令和6年度              4,508                  0                  0                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             1,052

               3,456

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

                 0

                   0

               800          1,001,241

         1,000,898

             4,508              4,508              4,508

                 0

                 0

               703

                 0

                 0

                 0

                 0                  0                  0

             1,052

               3,456

横浜市国民健康保険財政調整基金に運用収益等の積立を行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           800          1,241          1,052              4,508          4,508          4,508          4,508
運用収益

実績            703            898千円

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

横浜市国民健康保険財政調整基金積立金への積立を行うことで、後年度の本市国民健康保険事業の財政の安定化を図ります。

事業目的

国民健康保険の加入者は、人口の高齢化や産業構造の変化などにより、高齢者の割合が増加するとともに、職業別に見れば非正規雇用
者や主に年金生活者である無職者の割合が約８割を占めるようになりました。このため、国民健康保険は被用者保険と比べて、年齢構
成が高く医療費水準が高いことや所得に占める保険料負担が重くなるなどの構造的な課題があり、国民健康保険事業の運営は大変厳し
い状況です。都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体とする制度改正が行われましたが、高齢化等に伴う１人あたり医療費の増
加傾向は変わらず、また、国民健康保険の抱える構造的な課題も依然として解消されていないため、今後も安定した事業運営に向けた
継続的な取組が求められています。

背景・課題

横浜市国民健康保険財政調整基金条例、地方自治法第241条根拠法令・方針決裁等

各年度末基金残高
・令和２年度：5,052,196,210円
・令和３年度：4,002,899,449円
・令和４年度：5,003,797,653円

根拠・データ等

・４月～３月：基金運用
・３月：運用収益等の積立

事業スケジュール

平成30年度事業開始年度

1
5年度6年度

国民健康保険財政調整基金積立金
細事業(事業内訳） 1              4,508              1,052                3,456 繰替運用利子の増による増

             4,508              1,052                3,456
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

4 1

予備費

1 99 99

事業名称

歳出予算科目

            10,000令和6年度                  0                  0             10,000                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

            10,000

                   0

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            10,000

                   0

            10,000             10,000

                 0

            10,000             10,000             10,000

                 0

            10,000

                 0

                 0

            10,000

                 0

            10,000             10,000             10,000

                 0

                   0

予算超過等の不足の事態が生じた場合に当該予算を充当します。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

予備費を計上することで予算超過等の不測の事態に備えています。

事業目的

背景・課題

地方自治法第217条根拠法令・方針決裁等

根拠・データ等

事業スケジュール

事業開始年度

1
5年度6年度

予備費
細事業(事業内訳） 1             10,000             10,000                    0

            10,000             10,000                    0
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